
 

リースの有効活用の推進について 

 

 

公共施設の整備、維持管理等に際しては、リースを導入すること

により、民間資金の活用、事業コストの削減及び質の高いサービス

の提供を目指すことが可能である。リースの具体的なメリットとし

て、初期費用の軽減と財政負担の平準化が図られることに加え、場

合により供用開始までの期間短縮、メンテナンスも含めた維持管理、

事務量の軽減、緊急時や状況変化への柔軟な対応が可能となること

が挙げられる。 

こうしたことから地方自治体においては、住宅開発や働き方の多

様化等の社会的な要請による、公立学校の校舎増築や放課後児童ク

ラブの整備等において、リースを導入している事例がある。しかし

ながら、これらリースについては、国庫補助金等の対象とされてい

ないため、必ずしも積極的な活用が図られているとは言い難い。 

ついては、地方自治体による施設・設備の整備にあたり、それぞ

れに適した整備手法を選択することが可能となるよう、次の事項に

ついて要望する。 

 

 リースの導入について、整備手法の一つとして積極的な選択が可能

となるよう、他の整備手法による場合と同様に財政支援を行うこと 
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